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第 1 章 

国際産業連関表の理論的基礎 

 

桑森 啓 

 

 

要約： 

 本章の目的は、国際産業連関表の理論的基礎を検討することである。この目的のため、

まず、国際産業連関表の原型となっている地域間産業連関表の理論モデルについて紹介し、

その特徴を検討した。次いで、アジア経済研究所で作成している国際産業連関表の構造に

ついて理論的に検討するとともに、地域間産業連関モデルとの関係を明らかにすることを

試みた。 

検討の結果、国際産業連関モデルは、需要者側が需要構造を決定するチェネリー＝モー

ゼス型の地域産業連関モデルをベースとしつつも、輸入表の利用や特別調査の実施により、

一部アイサード型としての特徴も併せ持つものであることを示した。一方で、地域間産業

連関モデルの交易係数を、国内に比べて変動が大きく、また国ごとの異質性も大きい国際

間取引に適用することには問題があることも指摘した。 

 

キーワード： 

 国際産業連関モデル、地域間産業連関モデル、地域間交易係数 

 

 

はじめに 

 

 本章の目的は、国際産業連関表の理論的な基礎づけを検討することである。国際産業連

関表は、Wonacott［1961］がカナダと米国を連結し、1949年を対象として作成した表を端

緒として、1960年代以降、米国や日本で作成が行われるようになった。特に日本では、ア

ジア経済研究所を中心に、アジアの国々を対象とした国際産業連関表が 40年以上に亘って

作成されてきた。この間、各国の表形式やデータの整備状況などを踏まえ、さまざまな試

行錯誤を経て国際産業連関表の作成に関する方法論が確立されてきた。しかし、本格的な
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作成が開始される前に国際産業連関表の理論的枠組みを検討した山下［1969］や山下・坂

井・加賀美［1970］などの先駆的業績は存在するものの、その後に確立されてきた方法論

が関連分野との関係において十分に議論・整理されてきたとは言い難い。そこで、本章で

は、現在の国際産業連関表が依拠している理論的基盤について検討を行う。なお、国際産

業連関表の作成方法（モデル）には幾つかのバリエーションが存在するが、ここでは、ア

ジア経済研究所が作成している国際産業連関モデルを対象として、その理論的意味づけを

検討することとする。その理由は、上でも述べたとおり、アジア経済研究所は継続的に国

際産業連関表を作成しているほぼ唯一の機関であり、そのモデルはこの分野において一つ

の雛型となってきたからである。 

 以下では、まず第 1節及び第 2節において、国際産業連関表の理論的背景を提供してい

る地域間産業連関表について、代表的なモデルとその特徴を説明する。その後、第 3節に

おいて国際産業連関モデルの概要を説明するとともに、地域間産業連関モデルとの比較を

行い、国際産業連関モデルの位置づけを明らかにすることを試みる。最後に、地域間産業

連関モデルを国際産業連関モデルに適用することに伴う課題について触れる。 

 

 

1. 地域間産業連関モデル（アイサード・モデル） 

 

 地域間産業連関表の基本的な考え方は、アイサード（Isard［1951］）によって提示された。

アイサードによって提示されたモデル（以下では「アイサード・モデル」と表記）は「地

域間産業連関モデル（IRIO: Interregional Input-Output Model）」と呼ばれる。以下では、アイ

サード・モデルの考え方を説明する。 

 

1.1 前 提 

 アイサード・モデルの特徴は、地域の異質性に注目している点にある。すなわち、アイ

サード・モデルでは、各地域で生産される財やサービス、及び市場の異質性に注目し、た

とえ同じ産業の生産物であっても、異なった地域で生産された財は異なる財とみなされ、

それらの間には代替性はないことが仮定されている。たとえば、ペンシルヴァニアで生産

されたレンガはニューヨークやカリフォルニアで生産されたレンガとは異なる財であり、

異なる市場を持つとみなされる（Isard ［1951: 320］参照）。 

 

1.2 モデル 

アイサード・モデルの考え方は、以下のように表現することができる。 

 いま、地域の数が𝑚、各地域における産業の数が𝑛から成り立っている経済を考える。こ

の経済において、𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑠を𝑠地域の𝑗産業が𝑟地域の𝑖産業から購入する金額、𝑥𝑖

𝑟を𝑟地域の𝑖産業
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の生産額、𝑓𝑖
𝑟を𝑟地域における𝑖産業の生産物に対する最終需要額とする（ただし、

𝑟, 𝑠 = 1,2, ⋯ , 𝑚及び𝑖, 𝑗 = 1,2, ⋯ , 𝑛）。このとき、この経済の需給バランスは次のように表

される。 

 

（1.1） ∑ ∑ 𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑠𝑛

𝑗=1
𝑚
𝑠=1 + ∑ 𝑓𝑖

𝑟𝑠𝑚
𝑠=1 = 𝑥𝑖

𝑟 

 

また、𝑠地域の𝑗産業が 1 単位の生産を行うために必要となる𝑟地域の𝑖産業からの投入額を

表す「地域間投入係数」（interregional input coefficient）は、以下のように定義される。 

 

（1.2） 𝑎𝑖𝑗
𝑟𝑠 =

𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑠

𝑥𝑗
𝑠  

 

（1.2）より、（1.1）は以下の通り書き換えることができる。 

 

（1.3） ∑ ∑ 𝑎𝑖𝑗
𝑟𝑠𝑋𝑗

𝑠𝑛
𝑗=1

𝑚
𝑠=1 + ∑ 𝑓𝑖

𝑟𝑠𝑚
𝑠=1 = 𝑥𝑖

𝑟 

 

（1.3）を、行列を用いて表現すれば、 

 𝐀 = [
𝐀𝟏𝟏 ⋯ 𝐀𝟏𝒎

⋮ ⋱ ⋮
𝐀𝒎𝟏 ⋯ 𝐀𝒎𝒎

] , 𝐅 = [
𝐅𝟏

⋮
𝐅𝒎

] , 𝐗 = [
𝐗𝟏

⋮
𝐗𝒎

] 

 𝐀𝒓𝒔 = [
𝑎11

𝑟𝑠 ⋯ 𝑎1𝑛
𝑟𝑠

⋮ ⋱ ⋮
𝑎𝑛1

𝑟𝑠 ⋯ 𝑎𝑛𝑛
𝑟𝑠

] , 𝐅𝒓 = [
𝑓1

𝑟1 ⋯ 𝑓1
𝑟𝑚

⋮ ⋱ ⋮
𝑓𝑛

𝑟1 ⋯ 𝑓𝑛
𝑟𝑚

] , 𝐗𝒓 = [
𝑥1

𝑟

⋮
𝑥𝑛

𝑟
] 

として、 

 

（1.4） 𝐀𝐗 + 𝐅 = 𝐗 

 

となる。（1.4）より、以下が成立する。 

 

（1.5） 𝐗 = (𝐈 − 𝐀)−𝟏𝐅 

 

ただし、𝐈は𝑚𝑛 × 𝑚𝑛の単位行列である。（1.5）から明らかな通り、アイサード・モデルで

は、通常の産業連関モデルと同様に、最終需要額𝐅が与えられれば、各地域の生産額𝐗を求

めることができる。 
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2. 多地域間産業連関モデル 

 

アイサード・モデルでは、同じ産業の生産物であっても、異なる地域で生産されたもの

であれば異なる財であり、それぞれ異なる市場を持つとみなされるため、すべての財の需

要構造は異なることになる。したがって、アイサード・モデルに基づく地域間産業連関表

を作成するためには、取引額に関する情報がすべて必要となる。しかし、現実にはすべて

の取引に関する情報を収集することは極めて困難である。そのため、限られた情報から地

域間産業連関表を作成するためのさまざまな方法が提案されてきた。このように、限られ

た情報から地域間産業連関表を推計するモデルを「多地域間産業連関モデル（MRIO: 

Multi-regional Input-Output Model）」と呼ぶ。本節では、代表的な多地域間産業連関モデル

について説明する。 

 

2.1 チェネリー＝モーゼス・モデル 

 多地域間産業連関モデルのうち、最も代表的なものは、Chenery［1956］及びMoses［1955］

がほぼ同じ時期に独立に提示したモデルであり、両者の名前をとって「チェネリー＝モー

ゼス･モデル」と呼ばれる。 

 

2.1.1 前 提 

 チェネリー＝モーゼス･モデルは、以下の前提のもとで構築される。 

① 他地域からの移入表が分離されていない競争型の地域産業連関表が、各地域につい

て利用可能である。 

② 同じ産業の生産物は、地域間で完全代替的である（同じ産業の生産物は、同一の市

場で取引される）。 

③ 各産業の生産物の需要比率は、需要者側によって決定される。 

④ 各地域の産業はそれぞれの財について、同一の需要構造を持つ（地域間交易係数は

一定）。 

 すなわち、チェネリー＝モーゼス・モデルでは、同じ産業の生産物は、地域に関わらず

同質であることを仮定している点でアイサード・モデルとは異なるととともに、生産物の

需要構造は需要者側によって決定される点に特徴がある。このことから、チェネリー＝モ

ーゼス・モデルは「列係数モデル（Column Coefficient Model）」とも呼ばれる。 

 

2.1.2 モデル 

チェネリー＝モーゼス・モデルは以下のように表現される。𝑠地域のすべての産業に供

給される𝑟地域の𝑖産業の生産物の総額（𝑠地域の𝑟地域第𝑖産業からの移入額）𝑟𝑖
𝑟𝑠は以下の

ように表わされる。 
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（2.1） 𝑟𝑖
𝑟𝑠 = ∑ 𝑥𝑖𝑗

𝑟𝑠𝑛
𝑗=1 + 𝑓𝑖

𝑟𝑠 

 

また、𝑖産業の生産物に対する𝑠地域の需要総額𝑅𝑖
𝑠は、以下のように表わされる。 

 

（2.2） 𝑅𝑖
𝑠 = ∑ ∑ 𝑥𝑖𝑗

𝑟𝑠𝑛
𝑗=1

𝑚
𝑟=1 + ∑ 𝑓𝑖

𝑟𝑠𝑚
𝑟=1  

 

（2.1）及び（2.2）を用いて、𝑟地域𝑖産業の𝑠地域への移出パターンを特徴づける「交易係

数（Trade Coefficient）」を次のように定義する。 

 

（2.3） 𝑡𝑖
𝑟𝑠 =

𝑟𝑖
𝑟𝑠

𝑅𝑖
𝑠 =

∑ 𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑠𝑛

𝑗=1 +𝑓𝑖
𝑟𝑠

∑ ∑ 𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑠𝑛

𝑗=1
𝑚
𝑟=1 +∑ 𝑓𝑖

𝑟𝑠𝑚
𝑟=1

 

 

ただし、∑ 𝑡𝑖
𝑟𝑠𝑚

𝑟=1 = 1である。（2.3）より、交易係数とは、𝑠地域の𝑖産業に対する需要に占

める𝑟地域のシェアを示していることがわかる。さらに、各地域の投入係数は以下のよう

に定義される。 

 

（2.4） 𝑎𝑖𝑗
𝑠 =

𝑥𝑖𝑗
𝑠

𝑥𝑗
𝑠 =

∑ 𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑠𝑚

𝑟=1

∑ ∑ 𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑠𝑛

𝑖=1
𝑚
𝑟=1 +𝑣𝑗

𝑠 

 

𝑣𝑗
𝑠は𝑠地域における𝑗産業の付加価値額である。これらを用いて、チェネリー＝モーゼス・

モデルを導出する。（1.1）の需給バランス式より 

 

  𝑥𝑖
𝑟 = ∑ ∑ 𝑥𝑖𝑗

𝑟𝑠𝑛
𝑗=1

𝑚
𝑠=1 + ∑ 𝑓𝑖

𝑟𝑠𝑚
𝑠=1  

  = ∑ (∑ 𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑠𝑛

𝑗=1 + 𝑓𝑖
𝑟𝑠)𝑚

𝑠=1  

  = ∑ 𝑟𝑖
𝑟𝑠𝑚

𝑠=1     （（2.1）より） 

   = ∑ 𝑅𝑖
𝑠 𝑟𝑖

𝑟𝑠

𝑅𝑖
𝑠

𝑚
𝑠=1  

    = ∑ (∑ ∑ 𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑠𝑛

𝑗=1
𝑚
𝑟=1 + ∑ 𝑓𝑖

𝑟𝑠𝑚
𝑟=1 )

𝑟𝑖
𝑟𝑠

𝑅𝑖
𝑠

𝑚
𝑠=1  （（2.2）より） 

    = ∑ ∑ ∑ 𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑠𝑛

𝑗=1
𝑚
𝑟=1 ∙

𝑟𝑖
𝑟𝑠

𝑅𝑖
𝑠

𝑚
𝑠=1 + ∑

𝑟𝑖
𝑟𝑠

𝑅𝑖
𝑠 ∙ 𝑓𝑖

𝑟𝑠𝑚
𝑟=1   

    = ∑ ∑
∑ 𝑥𝑖𝑗

𝑟𝑠𝑚
𝑟=1

∑ ∑ 𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑠𝑛

𝑖=1
𝑚
𝑟=1 +𝑣𝑗

𝑠 ∙
𝑟𝑖

𝑟𝑠

𝑅𝑖
𝑠

𝑛
𝑗=1 ∙ (∑ ∑ 𝑥𝑖𝑗

𝑟𝑠𝑛
𝑖=1

𝑚
𝑟=1 + 𝑣𝑗

𝑠)𝑚
𝑠=1 + ∑

𝑟𝑖
𝑟𝑠

𝑅𝑖
𝑠 ∙ 𝑓𝑖

𝑟𝑠𝑚
𝑟=1  
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   = ∑ ∑
∑ 𝑥𝑖𝑗

𝑟𝑠𝑚
𝑟=1

∑ ∑ 𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑠𝑛

𝑖=1
𝑚
𝑟=1 +𝑣𝑗

𝑠 ∙
𝑟𝑖

𝑟𝑠

𝑅𝑖
𝑠

𝑛
𝑗=1 ∙ (∑ ∑ 𝑥𝑖𝑗

𝑟𝑠𝑛
𝑖=1

𝑚
𝑟=1 + 𝑣𝑗

𝑠)𝑚
𝑠=1 + ∑

𝑟𝑖
𝑟𝑠

𝑅𝑖
𝑠 ∙ 𝑓𝑖

𝑟𝑠𝑚
𝑟=1  

   = ∑ ∑ 𝑎𝑖𝑗
𝑠 𝑡𝑖

𝑟𝑠𝑛
𝑗=1 𝑥𝑗

𝑠𝑚
𝑠=1 + ∑ 𝑡𝑖

𝑟𝑠𝑓𝑖
𝑟𝑠𝑚

𝑟=1  （（2.3）及び（2.4）より） 

 

これを行列表示すると、 

 

（2.5） 𝐓𝐀̂𝐗 + 𝐓𝐅 = 𝐗 

 

ただし、 

 𝐓 = [
𝐓𝟏𝟏 ⋯ 𝐓𝟏𝒎

⋮ ⋱ ⋮
𝐓𝒎𝟏 ⋯ 𝐓𝒎𝒎

] , 𝐀̂ = [
𝐀̂𝟏 ⋯ 𝑶
⋮ ⋱ ⋮
𝑶 ⋯ 𝐀̂𝒎

] , 𝐅 = [
𝐅𝟏

⋮
𝐅𝒎

] , 𝐗 = [
𝐗𝟏

⋮
𝐗𝒎

] 

 𝐓𝒓𝒔 = [
𝑡1

𝑟𝑠 ⋯ 0
⋮ ⋱ ⋮
0 ⋯ 𝑡𝑛

𝑟𝑠
] , 𝐀̂𝒓 = [

𝑎11
𝑟 ⋯ 𝑎1𝑛

𝑟

⋮ ⋱ ⋮
𝑎𝑛1

𝑟 ⋯ 𝑎𝑛𝑛
𝑟

] , 𝐅𝒓 = [
𝑓1

𝑟1 ⋯ 𝑓1
𝑟𝑚

⋮ ⋱ ⋮
𝑓𝑛

𝑟1 ⋯ 𝑓𝑛
𝑟𝑚

] , 𝐗𝒓 = [
𝑥1

𝑟

⋮
𝑥𝑛

𝑟
] 

である。 

 （2.5）を𝐗について解くと、（1.5）に示されるアイサード・モデルに対応するモデル式

が導出される。 

 

（2.6） 𝐗 = (𝐈 − 𝐓𝐀̂)
−𝟏

𝐓𝐅 

 

このモデルを用いると、中間取引部門の地域間取引額𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑠は、次式によって求めることがで

きる。 

 

（2.7） 𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑠 = 𝑡𝑖

𝑟𝑠𝑎𝑖𝑗
𝑠 𝑥𝑗

𝑠 

 

2.1.3 問題点 

（2.7）に示されるとおり、チェネリー＝モーゼス･モデルは、各地域の投入係数（𝑎𝑖𝑗
𝑠 ）

に交易額の地域別シェアを表す地域間交易係数（𝑡𝑖
𝑟𝑠）を乗じることにより、各地域の産業

間交易額を求めている。この方法により、チェネリー＝モーゼス･モデルではアイサード・

モデルよりも格段に少ない情報から、地域間産業連関表を作成することが可能となる。 

しかし、アイサード・モデルでは、（1.2）で表現される投入係数が、地域内のみならず

地域間（𝑟 ≠ 𝑠）においてもレオンティエフ型の生産関数に基づいた生産技術構造を反映し

ているという点で、一定の理論的根拠と安定性を有していると考えられるのに対し、チェ

ネリー＝モーゼス・モデルにおける地域間交易係数は、変動の大きい地域間交易の構造を

ベースにしているという点で、理論的にも現実的にもその根拠が曖昧で不安定である可能
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性が高い。この点について、Moses［1955］は、費用や価格に影響を及ぼさない程度に生

産能力やインフラに余裕があることを、地域間投入係数の安定性が確保される条件として

挙げている。具体的には、①すべての地域間における輸送ネットワーク、②各地域におけ

る生産能力、③各地域における労働供給の 3点について、処理能力に余裕があれば、短期

的には財や生産要素の相対価格が変化しないため、モデルを短期の予測に使用することは

可能であるとしている（Moses［1955: 812-826］）。 

 

2.2 行係数モデル 

行係数モデル（Row Coefficient Model）は、需要者側によって地域間交易パターンが決定

されることを想定していたチェネリー＝モーゼス･モデルとは対照的に、供給者側からみた

地域間交易パターンに着目したモデルである1。 

 

2.2.1 前 提 

 行係数モデルの前提は以下の通りである。 

① 他地域からの移入表が分離されていない競争型の地域産業連関表が、各地域につい

て利用可能である。 

② 同じ産業の生産物は、地域間で完全代替的である（同じ産業の生産物は、同一の市

場で取引される）。 

③ 各産業の生産物の供給比率は、供給者側によって決定される。 

④ 各地域の産業はそれぞれの財について、同一の需要構造を持つ（地域間交易係数は

一定）。 

行係数モデルに基づく地域間産業連関表は、チェネリー＝モーゼス･モデルと同様、競

争移入型の地域産業連関表が利用できれば作成可能である点で、比較的現実的なモデルと

言える。このモデルの特徴は、チェネリー＝モーゼス・モデルとは対照的に、各産業の生

産物の需要比率は、供給者側によって決定される点にある。 

 

2.2.2 モデル 

 チェネリー＝モーゼス･モデルでは、交易係数が需要者側の各地域からの購入シェアとし

て定義されていたのに対し、行係数モデルにおいては、交易係数は供給側の販売シェアと

して定義される。 

 

（2.8） 𝑢𝑖
𝑟𝑠 =

𝑟𝑖
𝑟𝑠

𝑥𝑖
𝑟 =

∑ 𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑠𝑛

𝑗=1 +𝑓𝑖
𝑟𝑠

∑ ∑ 𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑠𝑛

𝑗=1
𝑚
𝑠=1 +∑ 𝑓𝑖

𝑟𝑠𝑚
𝑠=1

 

                                                      
1
 行係数モデルについては、Polenske［1966, 1970, 1972］、Bon［1984］及び Toyomane［1988］など

に詳しい。 
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 ただし、∑ 𝑢𝑖
𝑟𝑠𝑚

𝑠=1 = 1である。（2.8）より、行係数モデルの交易係数は、𝑟地域における𝑖産業

の生産物の、s地域の𝑗産業に対する供給シェアを示している。（2.8）より 𝑢𝑖
𝑟𝑠𝑥𝑖

𝑟 = 𝑟𝑖
𝑟𝑠で

あるから、以下の関係が成立する。 

 

（2.9） ∑ 𝑢𝑖
𝑟𝑠𝑥𝑖

𝑟𝑚
𝑟=1 = ∑ 𝑟𝑖

𝑟𝑠𝑚
𝑟=1  

 

 ここで、（2.9）の右辺は次のように書き換えることができる。 

 

  ∑ 𝑟𝑖𝑗
𝑟𝑠𝑚

𝑟=1 = ∑ (∑ 𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑠𝑛

𝑗=1 + 𝑓𝑖
𝑟𝑠)𝑚

𝑟=1  （（2.1）より） 

  = ∑ ∑ 𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑠𝑛

𝑗=1 + ∑ 𝑓𝑖
𝑟𝑠𝑚

𝑟=1
𝑚
𝑟=1  

  = ∑ 𝑥𝑖𝑗
𝑠 + ∑ 𝑓𝑖

𝑟𝑠𝑚
𝑟=1

𝑚
𝑟=1  

  = ∑ 𝑎𝑖𝑗
𝑠 𝑥𝑗

𝑠𝑚
𝑟=1 + ∑ 𝑓𝑖

𝑟𝑠𝑚
𝑟=1  （（2.4）より） 

 

よって、行係数モデルのシステムは以下のようになる。 

 

（2.10） ∑ 𝑢𝑖
𝑟𝑠𝑥𝑖

𝑟𝑚
𝑟=1 = ∑ 𝑎𝑖𝑗

𝑠 𝑥𝑗
𝑠𝑚

𝑟=1 + ∑ 𝑓𝑖
𝑟𝑠𝑚

𝑟=1  

 

これを行列表示すると、 

 

（2.11） 𝐔′𝐗 = 𝐀̂𝐗 + 𝐅 

 

ただし、 

 𝐔 = [
𝐔𝟏𝟏 ⋯ 𝐔𝟏𝒎

⋮ ⋱ ⋮
𝐔𝒎𝟏 ⋯ 𝐔𝒎𝒎

] , 𝐔𝒓𝒔 = [
𝑢1

𝑟𝑠 ⋯ 0
⋮ ⋱ ⋮
0 ⋯ 𝑢𝑛

𝑟𝑠
] 

であり、𝐔′は𝐔の転置行列である（（2.10）では、行方向（𝑠地域）ではなく列方向（𝑟地域）

について足し上げているため）。他の行列記号は、チェネリー＝モーゼス・モデルの場合と

同じである。（2.11）を𝐗について解くと、（1.5）及び（2.6）に対応する以下のモデル式が

得られる。 

 

（2.12） 𝐗 = (𝐔′ − 𝐀̂)
−𝟏

𝐅 

 

あるいは、（2.11）の両辺に(𝐔′)−𝟏を乗じて 

 

（2.13） 𝐗 = (𝐔′)−𝟏𝐀̂𝐗 + 𝐔−𝟏𝐅 
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が得られるので、これを𝐗について解いて 

 

（2.14） 𝐗 = [𝐈 − (𝐔′)−𝟏𝐀̂]
−𝟏

(𝐔′)−𝟏𝐅 

 

と表現することができる。（2.13）より、行係数モデルにおける中間取引部門における地域

間取引額𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑠は、以下のようになる。 

 

（2.15） 𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑠 = 𝑢̃𝑖𝑗

𝑟𝑠𝑎𝑖𝑗
𝑠 𝑥𝑗

𝑠 （𝑢̃𝑖𝑗
𝑟𝑠は(𝐔′)−𝟏の要素） 

 

2.2.3 問題点 

 行係数モデルの問題点として、逆行列の非負性が満たされないことが挙げられる。した

がって、（2.12）あるいは（2.13）を用いて生産額を求めた場合、しばしばマイナス値が発

生するという問題がある。行係数モデルにおいてマイナス値が発生する理由は以下の通り

である2。まず、（2.12）及び（2.14）で表現されるモデルが必ず正値解を持つためには、(𝐔′)−𝟏𝐀̂

について、以下の 2つが満たされる必要がある。 

 

（2.16） 0 ≤ 𝑤̃𝑖𝑗
𝑟𝑠 ≤ 1 （∀𝑖, 𝑗, 𝑟, 𝑠） 

 

（2.17） ∑ ∑ 𝑤̃𝑖𝑗
𝑟𝑠𝑛

𝑖=1
𝑚
𝑟=1 ≤ 1 （∀𝑠, 𝑗） 

 

ただし、𝑤̃𝑖𝑗
𝑟𝑠は、行列(𝐔′)−𝟏𝐀̂の要素である。𝐀̂は、チェネリー＝モーゼス・モデルにおけ

る投入係数行列であるから、その要素及び列和はすべて 0と 1の間の値をとる。したがっ

て、（2.16）及び（2.17）が成立するための条件は、(𝐔′)−𝟏の要素及びその行和が 0 と 1の

値を取ることに帰着する。しかし、（2.8）より𝐔′の要素𝑢𝑖
𝑟𝑠は0 ≤ 𝑢𝑖

𝑟𝑠 ≤ 1かつ∑ 𝑢𝑖
𝑟𝑠𝑚

𝑠=1 = 1で

ある。(𝐔′)−𝟏は𝐔′の逆行列であるから、𝐔′(𝐔′)−𝟏 = 𝐈が成立するが、そのためには、(𝐔′)−𝟏の

要素にはマイナス値が存在しなくてはならないため、(𝐔′)−𝟏𝐀̂について、上記の 2 条件が

満たされない可能性がある。したがって、行係数モデルにおいては、逆行列の非負性が保

証されないことになる。これは、行係数モデルが、生産を規定する投入係数（𝐀̂）につい

ては需要側によって決定されるのに対し、交易（𝐔）については供給側によって決定され

るという相互に矛盾する仮定に基づいて構成されているためである（Richardson［1972: 

66-67］）。 

 

                                                      
2
 この部分の説明は、Bon［1984］を参考にしている。 
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2.3 レオンティエフ＝ストラウト・モデル 

上で検討したチェネリー＝モーゼス･モデルや行係数モデルが、地域間交易のパターン

に関して、一定の意味づけを与えることを通じて、限られた情報から地域間産業連関モデ

ルを構築しようとしたのに対し、レオンティエフとストラウト（Leontief and Strout［1963］）

は、理論的に厳密ではないが、利用可能なデータから分析に有用なツールを提供すること

を意図したモデルを提案した（Leontief and Strout［1963: 119］）。 

 

2.3.1 前 提 

 レオンティエフ＝ストラウト・モデルの前提は以下のとおりである。 

① 他地域からの移入表が分離されていない競争型の地域産業連関表が、各地域につい

て利用可能であるとともに、2地域間の取引に関する特徴を表す指標（定数）が利用

可能であること。 

② 同じ産業の生産物は、地域間で完全代替的である（同じ産業の生産物は、同一の市

場で取引される）。 

③ 各地域の供給者は、生産物を全地域共同の「供給プール」に供給し、各地域の需要

者は、生産物を全地域共同の「需要プール」から購入する。 

すなわち、レオンティエフ＝ストラウト・モデルでは、他のモデルのように、各地域の

供給者は、自らの生産物がどの地域で需要されるかについては問題とせず、各地域の需要

者も生産物がどの地域から供給されるかについて区別することはない。 

 

2.3.2 モデル 

 レオンティエフ＝ストラウト・モデルでは、2地域間における𝑖産業の生産物の取引量は、

次式によって決定される。 

 

（2.18） 𝑥𝑖
𝑟𝑠 =

𝑥𝑖
𝑟∙𝑥𝑖

∙𝑠

𝑥𝑖
∙∙ ∙ 𝑞𝑖

𝑟𝑠 （𝑟 ≠ 𝑠） 

 

ただし、 

 𝑥𝑖
𝑟∙ = ∑ ∑ 𝑥𝑖𝑗

𝑟𝑠𝑛
𝑗=1

𝑚
𝑠=1 + ∑ 𝑓𝑖

𝑟𝑠𝑚
𝑠=1 （𝑟地域における𝑖産業の生産物の総供給量） 

 𝑥𝑖
∙𝑠 = ∑ ∑ 𝑥𝑖𝑗

𝑟𝑠𝑛
𝑗=1

𝑚
𝑟=1 + ∑ 𝑓𝑖

𝑟𝑠𝑚
𝑟=1 （𝑠地域における𝑖産業の生産物の総需要量） 

 𝑥𝑖
∙∙ = ∑ 𝑥𝑖

𝑟∙𝑚
𝑟=1 = ∑ 𝑥𝑖

𝑠∙𝑚
𝑠=1 （経済全体で生産・消費される財の総量） 

 𝑞𝑖
𝑟𝑠（𝑖産業の生産物の 2地域間の取引に関する特徴を表す定数） 

である。すなわち、𝑖産業の生産物の地域間取引量は、𝑟地域の供給量の合計と𝑠地域の需要

量の合計に比例し、経済全体の総量に反比例する。もしも、𝑟地域の供給プールにおける

総供給量𝑥𝑖
𝑟∙と𝑠地域の需要プールにおける総需要量𝑥𝑖

∙𝑠のいずれかがゼロになれば、両地域
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間の取引はゼロになり、反対に総供給量と総需要量のいずれかが 2倍になれば、両地域間

の取引量も 2倍になる（金子［1971: 160］）。 

 ここで、𝑥𝑖
𝑟∙ = ∑ ∑ 𝑥𝑖𝑗

𝑟𝑠𝑛
𝑗=1

𝑚
𝑠=1 + ∑ 𝑓𝑖

𝑟𝑠𝑚
𝑠=1 及び𝑥𝑖

∙𝑠 = ∑ ∑ 𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑠𝑛

𝑗=1
𝑚
𝑟=1 + ∑ 𝑓𝑖

𝑟𝑠𝑚
𝑟=1 を（2.18）に

代入し、地域内取引を加えて変形すると、𝑟地域と𝑠地域の地域間取引に関する次式を得る。 

 

（2.19） 𝑥𝑖
𝑟∙ =

𝑥𝑖
𝑟∙

𝑥𝑖
∙∙ ∑ 𝑥𝑖

∙𝑠𝑞𝑖
𝑟𝑠𝑚

𝑠≠𝑟 + ∑ 𝑓𝑖
𝑟𝑠𝑚

𝑠≠𝑟 + ∑ 𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑟𝑛

𝑗=1 + 𝑓𝑖
𝑟𝑟 

 

（2.20） 𝑥𝑖
∙𝑠 =

𝑥𝑖
∙𝑠

𝑥𝑖
∙∙ ∑ 𝑥𝑖

𝑟∙𝑞𝑖
𝑟𝑠𝑚

𝑟≠𝑠 + ∑ 𝑓𝑖
𝑟𝑠𝑚

𝑟≠𝑠 + ∑ 𝑥𝑖𝑗
𝑠𝑠𝑛

𝑗=1 + 𝑓𝑖
𝑠𝑠 

 

一方、各地域の需給バランス式は以下のようになる。 

 

（2.21） 𝑥𝑖
∙𝑠 = ∑ 𝑎𝑖𝑗

𝑠 𝑥𝑗
𝑠∙𝑛

𝑗=1 + ∑ 𝑓𝑖
𝑟𝑠𝑚

𝑟=1  

 

ここで、𝑎𝑖𝑗
𝑠 は（2.4）で表される投入係数である。前提により、投入係数𝑎𝑖𝑗

𝑠 、最終需要𝑓𝑖
𝑟𝑠及び

地域間取引の特徴を表す定数𝑞𝑖
𝑟𝑠が所与であるから、（2.19）～（2.21）の 3つの連立方程式

体系を解くことにより、各地域の生産額及び地域間取引額を求めることができる。具体的

な解法は以下の通りである3。まず、（2.20）の𝑠を𝑟に置き換えると、 

 

（2.22） 𝑥𝑖
∙𝑟 =

𝑥𝑖
∙𝑟

𝑥𝑖
∙∙ ∑ 𝑥𝑖

𝑟∙𝑞𝑖
𝑠𝑟𝑚

𝑠≠𝑟 + ∑ 𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑟𝑛

𝑗=1  

 

となる。（2.19）及び（2.22）を変形すると、 

 

（2.23） ∑ 𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑟𝑛

𝑗=1 𝑥𝑖
∙∙ = 𝑥𝑖

𝑟∙𝑥𝑖
∙∙ − 𝑥𝑖

𝑟∙ ∑ 𝑥𝑖
∙𝑠𝑞𝑖

𝑟𝑠𝑚
𝑠≠𝑟  

 

（2.24） ∑ 𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑟𝑛

𝑗=1 𝑥𝑖
∙∙ = 𝑥𝑖

∙𝑟𝑥𝑖
∙∙ − 𝑥𝑖

𝑟∙ ∑ 𝑥𝑖
𝑟∙𝑞𝑖

𝑠𝑟𝑚
𝑠≠𝑟  

 

となる。さらに、（2.23）及び（2.24）を一本にまとめると、 

 

（2.25） 𝑥𝑖
𝑟∙𝑥𝑖

∙∙ − 𝑥𝑖
𝑟∙ ∑ 𝑥𝑖

∙𝑠𝑞𝑖
𝑟𝑠𝑚

𝑠≠𝑟 = 𝑥𝑖
∙𝑟𝑥𝑖

∙∙ − 𝑥𝑖
𝑟∙ ∑ 𝑥𝑖

𝑟∙𝑞𝑖
𝑠𝑟𝑚

𝑠≠𝑟  

 

                                                      
3
 以下では、簡略化のため、最終需要に関する表記（𝑓）は省略する。なお、最終需要を省略しても、

得られる結論に変化はない。 
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が成立する。ここで、𝑥𝑖
∙∙ = ∑ 𝑥𝑖

𝑟∙𝑚
𝑟=1 = ∑ 𝑥𝑖

𝑠∙𝑚
𝑠=1 を（2.25）に代入して整理すると、（2.25）

は以下のように書き換えられ、地域間交易に関するバランス式が得られる。 

 

（2.26） 𝑥𝑖
𝑟∙ ∑ 𝑥𝑖

∙𝑠(1 − 𝑞𝑖
𝑟𝑠)𝑚

𝑠≠𝑟 = 𝑥𝑖
𝑟∙ ∑ 𝑥𝑖

𝑟∙(1 − 𝑞𝑖
𝑠𝑟)𝑚

𝑠≠𝑟  （地域間交易バランス） 

 

（2.26）は非線型であるため、以下のように、基準時からの乖離を用いた一次近似により

線型体系に変換する。 

 

（2.27） 𝑥𝑖
𝑟∙ = 𝑥̅𝑖

𝑟∙ + ∆𝑥𝑖
𝑟∙ 

 

（2.28） 𝑥𝑖
∙𝑟 = 𝑥̅𝑖

∙𝑟 + ∆𝑥𝑖
∙𝑟 

 

ただし、 

 𝑥̅𝑖
𝑟∙, 𝑥̅𝑖

∙𝑟： 基準年次の移出入額 

 ∆𝑥𝑖
𝑟∙, ∆𝑥𝑖

∙𝑟： 基準年次からの乖離額 

である。（2.27）及び（2.28）を（2.26）に代入して整理すると、次の線型方程式を得る。 

 

（2.29） ∑ ∆𝑥𝑖
∙𝑠𝑀𝑖

𝑟𝑠𝑚
𝑠=1 = ∑ ∆𝑥𝑖

𝑟∙𝑁𝑖
𝑠𝑟𝑚

𝑠=1  

 

ただし、 

 𝑀𝑖
𝑟𝑠 = {

𝑥̅𝑖
𝑟∙(1 − 𝑞𝑖

𝑟𝑠)         (𝑖𝑓 𝑟 ≠ 𝑠)

𝑥̅𝑖
𝑟∙ − ∑ 𝑥̅𝑖

𝑝∙
(1 − 𝑞𝑖

𝑝𝑟
)𝑚

𝑝=1 (𝑖𝑓 𝑟 = 𝑠)
 

 𝑁𝑖
𝑠𝑟 = {

𝑥̅𝑖
∙𝑟(1 − 𝑞𝑖

𝑠𝑟)        (𝑖𝑓 𝑟 ≠ 𝑠)

𝑥̅𝑖
∙𝑟 − ∑ 𝑥̅𝑖

∙𝑝
(1 − 𝑞𝑖

𝑟𝑝
)𝑚

𝑝=1 (𝑖𝑓 𝑟 = 𝑠)
 

である。また、（2.27）及び（2.28）を用いて、各地域の需給バランス式を、基準時からの

乖離を用いて書き直すと、以下のようになる。 

 

（2.30） ∆𝑥𝑖
∙𝑠 = ∑ 𝑎𝑖𝑗

𝑠 ∆𝑥𝑗
𝑠∙𝑛

𝑗=1 + ∑ ∆𝑓𝑖
𝑟𝑠𝑚

𝑟=1  

 

（2.29）及び（2.30）より、レオンティエフ＝ストラウト・モデルは、以下のように行列表

示することができる。 

 

（2.31） 𝐑′∆𝐗 = 𝐒𝐀̂∆𝐗 + 𝐒∆𝐅 

 

ただし、𝐀̂は（2.5）で定義された投入係数行列であり、𝐑及び𝐒は、以下の通り定義される
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ブロック行列である。 

 𝐑 = [
𝐑𝟏𝟏 ⋯ 𝐑𝟏𝒎

⋮ ⋱ ⋮
𝐑𝒎𝟏 ⋯ 𝐑𝒎𝒎

] , 𝐒 = [
𝐒𝟏𝟏 ⋯ 𝐒𝟏𝒎

⋮ ⋱ ⋮
𝐒𝒎𝟏 ⋯ 𝐒𝒎𝒎

] 

 𝐑𝒓𝒔 = [
𝑟1

𝑟𝑠 ⋯ 0
⋮ ⋱ ⋮
0 ⋯ 𝑟𝑛

𝑟𝑠
] , 𝐒𝒓𝒔 = [

𝑠1
𝑟𝑠 ⋯ 0
⋮ ⋱ ⋮
0 ⋯ 𝑠𝑛

𝑟𝑠
] 

 𝑟𝑖
𝑟𝑠 = {

𝑥̅𝑖
𝑟∙(1 − 𝑞𝑖

𝑟𝑠) (𝑖𝑓 𝑟 ≠ 𝑘)

1                          (𝑖𝑓 𝑟 = 𝑘)
 

 𝑠𝑖
𝑟𝑠 = {

𝑥̅𝑖
∙𝑠(1 − 𝑞𝑖

𝑟𝑠) (𝑖𝑓 𝑠 ≠ 𝑘)

1                          (𝑖𝑓 𝑠 = 𝑘)
 

 

（2.31）を∆𝐗について解くと、 

 

（2.32） ∆𝐗 = [𝐈 − (𝐑′)−𝟏𝐒𝐀̂]
−𝟏

𝐒∆𝐅 

 

となり、チェネリー＝モーゼス・モデルの（2.6）及び行係数モデルの（2.14）に対応する

モデル式が得られたことになる。 

 

2.3.3 問題点 

 レオンティエフ＝ストラウト・モデルは、比較的緩やかな仮定とデータ制約の下で地域

間産業連関表を推計することができる反面、以下のような問題点が存在する。 

 第 1に、行係数モデルと同様、逆行列の非負性が満たされないため、このモデルから推

計される生産額にマイナス値が生じる可能性があることである。具体的には、行係数モデ

ルの場合と同様の議論により、𝐑′(𝐑′)−𝟏 = 𝐈が成立するためには、（2.32）における(𝐑′)−𝟏に、

マイナスの要素が存在しなければならなくなってしまう。 

 第 2 に、双方搬出（cross-hauling／cross-shipments）と呼ばれる問題がある。双方搬出と

は、2地域間で同一の財が、同時に取引される現象のことを指す（Round［1985: 393］）4。

双方搬出が問題となるのは、それにより地域間取引が過小評価されてしまうためである

（Richardson［1972: 65］ほか）。この問題は、部分統合に伴って不可避的に生じるもので

あるが、（2.18）で示されるレオンティエフ＝ストラウト・モデルにおいては、各地域の生

産物は区別されず、すべて同一の供給プール及び需要プールを通じて取引されるため、他

                                                      
4
 双方搬出は、具体的には以下のように定義される（Kronenberg［2009: 47］）。 

 𝑧𝑖 = (𝐸𝑖 + 𝑀𝑖) − |(𝐸𝑖 − 𝑀𝑖)| 

ただし、𝑧𝑖は財𝑖の双方搬出の程度、𝐸𝑖は財𝑖の移出、𝑀𝑖は財𝑖の移入である。すなわち、同じ財に関

する取引規模が近いほど、第 2項が小さくなり、双方搬出の程度𝑧𝑖が大きくなる。 
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のモデルと比較しても、同一財として分類される財の取引について、移出と移入が同時に

行われる状況が発生しやすい。 

 第 3に、2地域間の取引に関する特徴を表す定数𝑞𝑖
𝑟𝑠に関する情報をどのように推計する

かという問題がある。レオンティエフ＝ストラウト・モデルでは、𝑞𝑖
𝑟𝑠は所与とされている

が、現実の問題として、この定数が意味するところを特定し、かつそのデータを地域別産

業別に入手することは容易ではない5。競争輸入型の地域産業連関表に加えて、この定数に

関する情報が必要になるという点で、レオンティエフ＝ストラウト・モデルは、先の 2つ

のモデルよりも、より厳しいデータ制約に立脚していると言える。 

 

2.4 小 括 

 本節では、国際産業連関モデルの理論的背景となっている地域間産業連関モデルのうち、

最も代表的な 3つのモデルを取り上げ、それらの特徴や問題点について検討した。これま

での検討結果は、およそ表 1のようにまとめられる。 

 

表 1 地域間産業連関モデルの比較 

 
チェネリー＝ 

モーゼス・モデル 
行係数モデル 

レオンティエフ＝ 

ストラウト・モデル 

地域間取引額

の推計式 
𝑥𝑖𝑗

𝑟𝑠 = 𝑡𝑖
𝑟𝑠𝑎𝑖𝑗

𝑠 𝑥𝑗
𝑠 𝑥𝑖𝑗

𝑟𝑠 = 𝑢̃𝑖𝑗
𝑟𝑠𝑎𝑖𝑗

𝑠 𝑥𝑗
𝑠 𝑥𝑖

𝑟𝑠 =
𝑥𝑖

𝑟∙𝑥𝑖
∙𝑠

𝑥𝑖
∙∙ ∙ 𝑞𝑖

𝑟𝑠 

モデル体系 

（行列表示） 
𝐗 = (𝐈 − 𝐓𝐀̂)

−𝟏
𝐓𝐅 𝐗 = [𝐈 − (𝐔′)−𝟏𝐀̂]

−𝟏
(𝐔′)−𝟏𝐅 ∆𝐗 = [𝐈 − (𝐑′)−𝟏𝐒𝐀̂]

−𝟏
𝐒∆𝐅 

地域間交易に

関する仮定 

需要者側が生産物の需要

比率を決定。 

供給者側が生産物の供給比率

を決定。 

供給者・需要者ともに供給元及

び需要先は問題にせず。 

地域間表作成

に必要な情報 

・競争輸入型の地域表 ・競争輸入型の地域表 ・競争輸入型の地域表 

・𝑞𝑖
𝑟𝑠に関する情報 

主な問題点 

・交易係数の不安定性 ・交易係数の不安定性 

・逆行列(𝐔′)−𝟏の非負性の不

成立 

・交易係数の不安定性 

・逆行列(𝐑′)−𝟏の非負性の不成   

 立 

（出所）Polenske［1970］などに基づいて筆者作成。 

 

 

  

                                                      
5
 Leontief and Strout［1963］では、輸送費などを用いて𝑞𝑖

𝑟𝑠を推計する方法が提示されているが、追

加的な情報が必要である点に変わりはない（Leontief and Strout［1963: 127-131］、金子［1971: 162-163］

ほか）。 



15 

 

3. 国際産業連関モデル 

 

 前節では、国際産業連関モデルの理論的背景となった地域間産業連関モデルについて、

その特徴を検討した。本節では、アジア経済研究所で採用されている国際産業連関モデル

について説明し、前節で紹介した地域間産業連関モデルとの関係を明らかにすることを試

みる。 

 

3.1 前 提 

アジア経済研究所で作成している国際産業連関表は、対象各国において輸入表が分離さ

れた非競争型の産業連関表が利用可能であることを前提として、貿易統計に基づいて輸入

表を各国の輸入比率で分割することにより作成されている。このことは、以下を仮定して

いることになる。 

① 国産財と輸入財の間には代替性はないが、輸入財については、生産地に関わらず完

全に代替的である（同じ産業の輸入財は、同一の市場で取引される）。 

② 輸入財について、各産業の生産物の需要比率は、需要者側が決定する。 

③ 各地域の産業はそれぞれの輸入財について、同一の需要構造を持つ（地域間交易係

数は一定）。 

仮定②より、国際産業連関モデルでは、地域間取引に関してはチェネリー＝モーゼス･

モデルと同様の想定を置いていることがわかる。 

 

3.2 モデル 

以下では、国際産業連関モデルのうち、最も基本的なモデルについて述べた後、特別調

査の結果などを加味した場合のモデルについて説明する。 

 

3.2.1 基本モデル 

 基本的な国際産業連関モデルは、以下のように表現することができる。𝑠国における𝑖産

業からの輸入額の合計を𝑀𝑖
𝑠、𝑠国における𝑟国の𝑖産業からの輸入額を𝑚𝑖

𝑟𝑠とすると、

𝑀𝑖
𝑠及び𝑚𝑖

𝑟𝑠は、それぞれ次のように定義される。 

 

（3.1） 𝑀𝑖
𝑠 = ∑ ∑ 𝑥𝑖𝑗

𝑟𝑠𝑛
𝑗=1

𝑚
𝑟≠𝑠 + ∑ 𝑓𝑖

𝑟𝑠𝑚
𝑟≠𝑠  

 

（3.2） 𝑚𝑖
𝑟𝑠 = ∑ 𝑥𝑖𝑗

𝑟𝑠𝑛
𝑗=1 + 𝑓𝑖

𝑟𝑠 （𝑟 ≠ 𝑠） 

 

（3.1）及び（3.2）より、𝑠国における𝑖産業の輸入全体に占める𝑟国のシェアは以下のよう

になる。 
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（3.3） 𝑡̃𝑖
𝑟𝑠 =

𝑚𝑖
𝑟𝑠

𝑀𝑖
𝑠 =

∑ 𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑠𝑛

𝑗=1 +𝑓𝑖
𝑟𝑠

∑ ∑ 𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑠𝑛

𝑗=1
𝑚
𝑟≠𝑠 +∑ 𝑓𝑖

𝑟𝑠𝑚
𝑟≠𝑠

  （𝑟 ≠ 𝑠） 

 

ただし、∑ 𝑡̃𝑖
𝑟𝑠𝑚

𝑟≠𝑠 = 1である。一方、𝑠国𝑗産業の他国の𝑖産業からの輸入額を𝑚𝑖𝑗
𝑠 とすると、

𝑠国𝑗産業の輸入投入係数𝑎̃𝑖
𝑠は、次のように計算される。 

 

（3.4） 𝑎̃𝑖𝑗
𝑠 =

𝑚𝑖𝑗
𝑠

𝑥𝑗
𝑠  

 

（3.4）より、𝑠国𝑗産業の他国の𝑖産業からの輸入額𝑚𝑖𝑗
𝑠 は、 

 

（3.5） 𝑚𝑖𝑗
𝑠 = 𝑎̃𝑖𝑗

𝑠 𝑥𝑗
𝑠  

 

したがって、国際産業連関表における国別産業別輸入額は、（3.5）における産業別輸入額

に（3.3）で示される交易係数（国別シェア）を乗じたものとして求めることができる。 

 

（3.6） 𝑚𝑖𝑗
𝑟𝑠 = 𝑡̃𝑖

𝑟𝑠𝑚𝑖𝑗
𝑠 = 𝑡̃𝑖

𝑟𝑠 𝑎̃𝑖𝑗
𝑠 𝑥𝑗

𝑠 （𝑟 ≠ 𝑠） 

 

上記の国際産業連関モデルを行列表示すると以下のようになる。 

 

（3.7） 𝐗 = 𝐀̅𝐗 + 𝐅 

 

ただし、𝐗及び𝐅は、地域間産業連関モデルにおける生産額及び最終需要額であり、𝐀̅は、

以下の投入係数行列である。 

 𝐀̅ = [

𝐀𝟏𝟏 𝐌𝟏𝟐
⋯ 𝐌𝟏𝒎

𝐌𝟐𝟏 𝐀𝟐𝟐
⋯ 𝐌𝟐𝒎

⋮
𝐌𝒎𝟏

⋮
𝐌𝒎𝟐

⋱
⋯

⋮
𝐀𝒎𝒎

] 

 𝐀𝒓𝒓 = [
𝑎11

𝑟𝑟 ⋯ 𝑎1𝑛
𝑟𝑟

⋮ ⋱ ⋮
𝑎𝑛1

𝑟𝑟 ⋯ 𝑎𝑛𝑛
𝑟𝑟

]（𝑟 = 𝑠） 

 𝐌𝒓𝒔 = [
𝑚11

𝑟𝑠 ⋯ 𝑚1𝑛
𝑟𝑠

⋮ ⋱ ⋮
𝑚𝑛1

𝑟𝑠 ⋯ 𝑚𝑛𝑛
𝑟𝑠

] = [
𝑡̃1

𝑟𝑠𝑎̃11
𝑠 ⋯ 𝑡̃1

𝑟𝑠𝑎̃1𝑛
𝑠

⋮ ⋱ ⋮
𝑡̃𝑛

𝑟𝑠𝑎̃𝑛1
𝑠 ⋯ 𝑡̃𝑛

𝑟𝑠𝑎̃𝑛𝑛
𝑠

]（𝑟 ≠ 𝑠） 

 

（3.7）を𝐗について解くと、以下のモデル式が得られる。 
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（3.8） 𝐗 = (𝐈 − 𝐀̅)−𝟏𝐅 

 

3.2.2 特別調査によるモデルの修正 

上述の基本モデルに基づいて作成された国際産業連関表においては、国別輸入表は輸入

相手国からの輸入額シェアに応じて分割して作成されるため、各国の輸入構造は、どの輸

入相手国についても同一になってしまう。そこで、輸入財需要先調査などの特別調査を実

施し、その結果を反映させることにより、輸入構造をより現実に近づけることが必要とな

る。特別調査の結果に基づいて輸入投入係数を修正するパラメーターを𝛼𝑖𝑗
𝑟𝑠（𝑟 ≠ 𝑠）とす

ると、（3.6）は、基本モデルは以下のように修正される。 

 

（3.7） 𝑚𝑖𝑗
𝑟𝑠 = 𝛼𝑖𝑗

𝑟𝑠𝑡̃𝑖
𝑟𝑠 𝑎̃𝑖𝑗

𝑠 𝑥𝑗
𝑠 （𝑟 ≠ 𝑠） 

 

 しかし、輸入財の需要先調査はコストが掛かるため、実際には限られた国について、限

られたサンプルによる調査しか行うことができず、輸入投入係数の修正パラメーター𝛼𝑖𝑗
𝑟𝑠を

利用できない取引も多い。もしも、特別調査などの修正情報が得られない場合、修正パラ

メーターの値は 1 となる（𝛼𝑖𝑗
𝑟𝑠 = 1）。また、修正モデルを行列表示すると以下のようにな

る。 

 

（3.9） 𝐗 = 𝐀̿𝐗 + 𝐅 

 

ただし、 

 𝐀̿ = [

𝐀𝟏𝟏 𝐌̅𝟏𝟐
⋯ 𝐌̅𝟏𝒎

𝐌̅𝟐𝟏 𝐀𝟐𝟐
⋯ 𝐌̅𝟐𝒎

⋮
𝐌̅𝒎𝟏

⋮
𝐌̅𝒎𝟐

⋱
⋯

⋮
𝐀𝒎𝒎

] 

 𝐌̅𝒓𝒔 = [
𝑚11

𝑟𝑠 ⋯ 𝑚1𝑛
𝑟𝑠

⋮ ⋱ ⋮
𝑚𝑛1

𝑟𝑠 ⋯ 𝑚𝑛𝑛
𝑟𝑠

] = [
𝛼11

𝑟𝑠 𝑡̃1
𝑟𝑠𝑎̃11

𝑠 ⋯ 𝛼1𝑛
𝑟𝑠 𝑡̃1

𝑟𝑠𝑎̃1𝑛
𝑠

⋮ ⋱ ⋮
𝛼𝑛1

𝑟𝑠 𝑡̃𝑛
𝑟𝑠𝑎̃𝑛1

𝑠 ⋯ 𝛼𝑛𝑛
𝑟𝑠 𝑡̃𝑛

𝑟𝑠𝑎̃𝑛𝑛
𝑠

]（𝑟 ≠ 𝑠） 

である。（3.9）を𝐗について解けば、他のモデルと同様にモデル式を導くことができる。 

 

（3.10） 𝐗 = (𝐈 − 𝐀̿)
−𝟏

𝐅 

 

3.3 国際産業連関モデルの特徴 

基本モデルにおける（3.6）は、チェネリー＝モーゼス･モデルにおける（2.7）に対応し

ている。チェネリー＝モーゼス･モデルでは、競争輸入型の産業連関表のみが利用可能であ

ることを想定しているため、投入係数𝑎𝑖
𝑠と交易係数𝑡𝑖

𝑟𝑠は自地域財と移入財を区別していな
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いが、アジア経済研究所の国際産業連関モデルは、輸入表が利用可能であることを前提と

しているため、輸入財のみの投入係数𝑎̃𝑖𝑗
𝑠 が利用可能である点が異なっている。すなわち、

国際産業連関モデルは、国産財と輸入財が分離されている点では、チェネリー＝モーゼス･

モデルと比較して現実的である一方、輸入財については完全代替を仮定しているため、ア

イサード・モデルに比べて厳しい仮定を課していると言え、両者の中間に位置するモデル

と考えることができる。さらに、（3.7）で示されるとおり、実際には特別調査の実施によ

り、輸入財の需要構造をより現実に近づける処理がなされるため、よりアイサード・モデ

ルに近づくことになる。これらのモデルの関係をまとめると表 2のようになる。 

 

表 2 国際産業連関モデルの位置づけ 

 アイサード・モデル 国際産業連関モデル 
チェネリー＝ 

モーゼス･モデル 

  （修正モデル） （基本モデル）  

地域内（国内）

取引額 
𝑥𝑖𝑗

𝑠𝑠 = 𝑎𝑖𝑗
𝑠𝑠𝑥𝑗

𝑠 𝑥𝑖𝑗
𝑠𝑠 = 𝑎𝑖𝑗

𝑠𝑠𝑥𝑗
𝑠 𝑥𝑖𝑗

𝑠𝑠 = 𝑎𝑖𝑗
𝑠𝑠𝑥𝑗

𝑠 𝑥𝑖𝑗
𝑠𝑠 = 𝑡𝑖

𝑠𝑠𝑎𝑖𝑗
𝑠 𝑥𝑗

𝑠 

地域間（国際）

取引額 

𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑠 = 𝑎𝑖𝑗

𝑟𝑠𝑥𝑗
𝑠 

（𝑟 ≠ 𝑠） 

𝑚𝑖𝑗
𝑟𝑠 = 𝛼𝑖𝑗

𝑟𝑠𝑡̃𝑖
𝑟𝑠 𝑎̃𝑖𝑗

𝑠 𝑥𝑗
𝑠 

（𝑟 ≠ 𝑠） 

𝑚𝑖𝑗
𝑟𝑠 = 𝑡̃𝑖

𝑟𝑠 𝑎̃𝑖𝑗
𝑠 𝑥𝑗

𝑠 

（𝑟 ≠ 𝑠） 

𝑥𝑖𝑗
𝑟𝑠 = 𝑡𝑖

𝑟𝑠𝑎𝑖𝑗
𝑠 𝑥𝑗

𝑠 

𝑟 ≠ 𝑠 

（出所）筆者作成。 

 

表 2では、左側に位置するモデルほど、より多くの情報を利用した現実的なモデルであ

る反面、実際の作成は困難であることを示している。また、国際産業連関モデルではチェ

ネリー＝モーゼス･モデルと同様、需要構造はいずれも需要側が決定しているため、逆行列

の非負性は満たされている。 

 

 

おわりに 

 

本稿では、アジア経済研究所における国際産業連関表を例に取り、国際産業連関モデル

が主としてチェネリー＝モーゼス型の地域間産業連関モデルをベースとして作成されてい

ることを示した。地理的に異なる経済を、貿易取引を通じて連結するという点では、地域

間産業連関モデルを国際産業連関表の作成にも適用することは自然な方法と言える。しか

しながら、国内における地域間取引と国境を跨ぐ国同士の取引には大きな違いがあり、地

域間産業連関モデルの前提が国際産業連関表においては必ずしも満たされない可能性があ

ることも認識しておく必要がある。具体的には、地域産業連関モデルにおいて仮定され、
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そのまま国際産業連関モデルにも適用されている輸入投入係数（𝑎̃𝑖𝑗
𝑠 ）及び交易係数（𝑡̃𝑖

𝑟𝑠）

が一定という仮定は、以下の理由から国際産業連関モデルでは、地域間産業連関モデルと

比較して成立しにくいと考えられる。第 1に、国内の地域間取引と比較して、国際間の取

引はさまざまな要因（政策変更、政治的不安定など）により変動しやすいと考えられるこ

とである。第 2に、国内の各地域と比較して、国レベルではさまざまな面で異質性が高い

ことである（民族や文化、宗教、習慣などの違いによる選好パターンの違い、技術水準の

違いなど）。したがって、国際産業連関表においては、地域間産業連関モデルの単純な適用

ではなく、特別調査の実施などによる情報の収集が重要になると考えられる。 
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